
京都市の民泊対策
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平成31年1月24日
民間業者がごみを収集するマンション管理者講習会 資料３
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○市内の観光客・宿泊客数 （京都観光総合調査から）

 訪日外国人の京都府訪問数は，年々増加（右図）
 訪日外国人の急増により，宿泊客数は増加傾向となり，
「京都に泊まりたくても泊まれない」状況が発生。
（下図）

 こうした宿泊需要を背景に，住宅等を宿泊場所として
有料提供する，いわゆる「民泊」が急増

 「民泊通報・相談窓口」の開設や厳正な指導等の，
違法民泊対策もあり，簡易宿所も急増（右下図）
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訪日外国人の京都府訪問客数等の推移



宿泊の質を高め，観光の質を高めることが，量の確保につながり，
京都の持続的な発展と観光立国・日本に貢献する。

＜宿泊施設の拡充・誘致の考え方＞

○京都市の宿泊観光政策

１．地域や市民生活との調和を図る。
２．市民と観光客の安心・安全を確保する。
３．多様で魅力ある宿泊施設を拡充する。
４．宿泊施設の拡充・誘致を地域の活性化につなげる。
５．宿泊施設の拡充・誘致により，京都経済の発展，京都に伝わる日本の文化，

心を継承発展させる。

持続可能な観光振興を目指す国際文化都市・京都にふさわしいおもてなしが可能な
宿泊環境の整備を進める。
「民泊」については，京都における新しい宿泊観光コンテンツと位置付け，京都ら

しい良質な「民泊」の推進に取り組む。

「京都市宿泊施設拡充・誘致方針」より
（平成２８年１０月発表）

※ ①「民泊」は宿泊施設のバリエーション → 安心安全と地域との調和は大前提
②「民泊」ならではの宿泊サービスを推進
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○京都市の民泊に対する主な取組

○ 「民泊」対策プロジェクトチームの設置（平成27年12月1日～）
○ 「民泊通報・相談窓口」の設置（平成２８年７月１３日～）
○ 「京都市宿泊施設拡充・誘致方針」の策定（平成２８年１０月３１日）
○ 「民泊」対策に特化した専門チーム（１８名）を医療衛生センター内に設置
（平成２９年４月１日～増員（２名）等の体制の充実）

○ 京都市住宅宿泊事業の適正な運営を確保するための措置に関する条例」及び「京都市旅館業法の施行及び旅
館業の適正な運営を確保するための措置に関する条例」の制定（平成３０年３月）
○ 保健福祉局及び消防局の専任職員だけでも４１名とする「民泊」対策に係る体制の強化（平成３０年４月）
○ 新法施行以後も，違法「民泊」を掲載している住宅宿泊仲介業者へ観光庁から削除等の指導を行うよう要請
文の送付（平成３０年６月１５日）

○ 「京都市旅館業法の施行及び旅館業の適正な運営を確保するための措置に関する条例」の改正及び住宅宿泊
事業法の施行（平成３０年６月１５日）
○ 京都市「民泊」対策等連絡協議会を設置し，京都府警察との連携強化（平成３０年６月～）
○ 違法，不適正な営業を行った旅館業営業者に対する営業停止命令及び業務改善命令の発出（平成３０年６月）
○ 「民泊」に係る地域住民の支援事業の実施（平成３０年８月～）
○ 本市の告発による旅館業法改正後初となる違法民泊を行った者の書類送検（平成３０年９月）
○ 全国初となる無許可営業施設に対する緊急停止命令の発出（平成３０年９月） 4



○住宅宿泊事業施設と旅館業施設の状況

5

住宅宿泊事業施設と旅館業施設の適正な運営等に係る本市独自のルールを策定し，
安心安全及び地域との調和の確保に取り組んできた。

●住宅宿泊事業の届出件数は，３００件（本年６月１５日以降，１１月末時点）

●簡易宿所の新規許可件数は，６０３件（本年４月以降，１１月末時点）

窓口対応 電話問合せ 合計 届出書預り うち，届出受理完了 廃業等

２，０９３ ４，０９２ ６，１８５ ３５５ ３００ １

年度

旅館・ホテル 簡易宿所 合 計

総施設数
新規
許可
件数

新規許可件数
総施設数

新規
許可
件数総施設数 京町家

（再掲） 総数 京町家
（再掲）

２４ ５４７ １０ ３６０ ６ ３９ ６ ９０７ ４９
２５ ５４０ １４ ３９１ １４ ４８ ８ ９３１ ６２
２６ ５４２ ２７ ４６０ ４０ ７９ ２５ １,００２ １０６
２７ ５３２ ９ ６９６ １４５ ２４６ １０６ １,２２８ ２５５
２８ ５５０ ２５ １,４９３ ３７０ ８１３ ２３１ ２,０４３ ８３８
２９ ５７５ ３８ ２,２９１ ５４３ ８７１ １８１ ２,８６６ ９０９
３０※ ６１１ ５４ ２,７９７ ６２８ ６０３ １１５ ３,４０８ ６５７

※１１月末時点



○無許可営業疑い施設に対する調査・指導状況（１１月末）
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本市では，平成２８年４月から平成３０年１１月末までの２年８箇月の間に，市民からの通報等に
より覚知した，無許可営業疑いの２，３７０施設に対し，調査指導を行ってきた。
その結果，８割強に当たる１，９７６施設の違法民泊を営業中止又は営業実態の解消にいたらしめ

るなど，取組の対象となる違法民泊は確実に減少している。
一方，現在，６１施設の調査，指導を行っているところであり，引き続き，市民から寄せられる通

報等を基に 違法民泊の根絶に向けて更に取組を強化していく。

年度
延べ
通報等
回数※１

延べ現地
調査回数 調査指導

対象施設※５

営業者等
の特定調
査中

指導中 営業中止・
撤退

旅館業に該
当せず※２

28 1,901 2,143 1,159 新規 1,159 505 222 352 80
29 1,337 2,996 1,339 新規 612 746 260 228 105

30※３ 773 2,133※４ 1,605 新規 599 52 9 1,396※６ 148

累計 2,370 1,976※７ 333

合計61施設について指導中
又は継続調査中

※１「民泊通報・相談窓口」及び本市関係機関への通報等があったもの
※２住居等として使用していたもの
※３平成３０年１１月３０日時点
※４違法な「民泊」施設の適正化指導の強化に向けた調査委託業務で実施した，現地調査１，０９０回（委託）を含む
※５前年度から継続調査の必要な施設を含む。（平成２８年度から集計開始）
※６本市の取組により，営業形態が失われるなど，指導の必要性がなくなった施設数１，００４施設を含む
※７内，その後，旅館業の許可取得施設は，１３０件（平成２８年度:５２施設，平成２９年度:３０施設，平成３０年度:４８施設），

住宅宿泊事業の届出施設は，９件（平成３０年度）



○「民泊通報・相談窓口」への相談件数・内容の状況

 市民から本市に寄せられる民泊通報等の内容も変化しつつある。
 無許可施設に対する通報件数は今年度当初から減少傾向にあり，
「民泊通報・相談窓口」を開設した平成２８年度の月平均１２４件から，直近の１１月は２６件と
なっている。

 また，通報内容の変化として，これまで多かった深夜に及ぶ騒音や不適切なごみ出しなどの迷惑行
為，見ず知らずの人が出入りするなどのセキュリティ悪化への苦情などに代わって，許可済みの施
設に「宿泊定員オーバーではないか」や，「面接してチェックインをしていない」など本市のルー
ルの遵守を求める通報が増加しているほか，地域住民から標識の掲示に伴い「事業者からの説明に
対してどのように対応したらよいか」という相談が増えている。
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年度 通報 開業相談 その他意見等 計

２８※１ １，１４８件 ２１１件 ３６４件 １，７２３件

２９ １，０１０件 １０７件 ８４３件 １，９６０件

３０※２ ８７８件 １０１件 ７４６件 １，７２５件

累計 ３，０３６件 ４１９件 １，９５３件 ５，４０８件

※１ 平成２８年７月１３日から受付開始
※２ 平成３０年１１月末



○大手「民泊」仲介サイトへの要請状況
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【適法】
許可・届出施設

【要精査】
事業者名や住所等の再
確認が必要な施設

【違法】
無許可・無届出
施設

合 計

２，６８５ １，７１４ ３３０ ４，７２９

国から，海外の主要な仲介サイト８社（※）が掲載している４，７２９件の施設について適法性の照
合依頼があった。

これらについて，本市が把握している施設情報と突合作業を行った結果，
 届出・許可の確認できた施設は２，６８５件
 所在地情報が不足，不正確であるなど，許可・届出が確認できなかった要精査施設は１，７１４件
 虚偽の許可番号を掲載しているなどにより，違法と判断した施設は３３０件
であった。

この結果を踏まえ，本市においては，国に対して，違法施設３３０件の削除とともに，
要精査施設１，７１４件の適法性の再確認を，仲介サイトに指導するよう要請した。

各仲介サイトにおいては，本市の要請を受けて，順次，削除や精査が行われているところである。

※Airbnb(エアビー＆ビー)，AGODA(アゴダ)，AsiaYo(アジアヨー)，Booking.com(ブッキングドットコム)，
Home Away(ホームアウェイ)，一家民宿(イッカミンシュク)，自在客(ジザイケ)，途家(トゥージア)



9

○「民泊」に係る京都市独自ルール・取組（その１）

京都市の「民泊」に関する主なルール

６月１５日の住宅宿泊事業法（民泊新法）の施行に伴い，安全安心で地域と調和した京都らしいおもてなしを

目指し，「民泊」の適正な運営を確保するための条例を制定！

この条例とより細やかなルールを定めた規則及びガイドラインとを一体的に運用することで，市民の皆様と観

光客の安全安心及び地域住民により培われてきた生活環境の確保に取り組んでいきます。

〇 営業の届出や許可申請を行う２０日前までに，事業者が営業の計
画等を記載した標識（看板）を掲げ，近隣に説明しなければならない。
また，地元自治会などが説明や説明会の開催を求めたときは，でき
る限り応じることとしている。
住民と事業者が話し合い，約束したことを協定書として残
しておくことも有効
事業者にも地域住民との間の信頼関係の構築のため，地域活動への
積極的な参加や協定の締結等に努めるよう条例で制定

ルール① 開業前の説明と標識の掲示

〇 住宅宿泊事業法では，施設に決められた標識を掲
示しないと営業することができない。
適正に届出がなされた施設は，誰にでもわ
かるように，京都市のホームページで所在地
や届出番号を公開する。
※ 旅館業法の許可を得た施設にも，屋号や連絡先
を記した標識の掲示が必要であり，現に，ホームペー
ジで施設の所在地や屋号などを公開している。

ルール② 安全安心を担保するための適正な運営

〇 事業者は，宿泊者に対し，チェックイン時の本人確認に併せて，
騒音を発生させないこと，ごみ捨てルールを守ること，火
の取扱いに気をつけることなどを説明しなければならない。
家主が同居していても宿泊施設の事業に伴って生じたごみは，家
庭ごみとは別に，事業系廃棄物として適正に処理する必要がある。
事業者には，廃棄物の処理方法について報告を求める。
事業者は，自動火災報知設備等の設備を整えたうえで，消防
署の現地確認等を経て，消防法令適合通知書の交付を受けなけ
ればならない。

※ 届出住宅で，食事を提供するときは，食品衛生法に基づく営業
許可も必要となる。

住宅宿泊事業を営む住宅は，原則として，消防法令
上は旅館業法上の宿泊施設と同じ取扱いになる。
建物の規模や収容人員によっては，スプリンクラー設備
や防火管理者の選任が必要となる。
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○「民泊」に係る京都市独自ルール・取組（その２）

〇 住宅宿泊事業法の施設では，緊急事態や騒音の発
生などに関しては，事業者において，未然防止，
発生時の解決を図ることが基本。
これに加えて，「現地対応管理者」が昼夜を問わ
ず，おおむね１０分以内に駆け付けられるようにし
ている。

ルール③ 管理者の駆け付けと緊急連絡先の公開 旅館業に係る京都市独自ルール・取組
（平成３０年６月改正）

〇 従来の旅館業法に基づく，ホテル・旅館・簡易宿所の「宿泊施設」は，
住居専用地域で営業はできないが，住宅宿泊事業法の「届出住宅」で
は，住居専用地域でも年間１８０日（泊）を上限に住宅宿泊事業が可
能となる。
そこで，京都市では，良好な住居の環境の保護を目的とする住
居専用地域では，１月１５日の正午～３月１６日の正午に
限り，住宅宿泊事業を認めることとした。
営業日数や営業期間の制限を超える営業は，旅館業法違反となる。

※ お住まいの住宅で自ら住宅宿泊事業をされる場合や京町家を活用した事
業で現地対応管理者を京都市が認める範囲に設置する等の要件を満たす
場合には，１８０日（泊）まで営業が可能となる。

ルール④ 住居専用地域での営業期間の制限

また，緊急時の苦情などに対応するため，事業者又は「現地対応管理者」
等の連絡先を近隣の方にあらかじめ周知することとしている。

※ 旅館業法の許可を得た施設も同様に緊急時などの連絡先を開示する
こととしている。

○ 営業者等の常駐・駆け付け義務（施設外玄関帳場）
緊急の事態のほか，周辺にお住いの方からの苦情や問合

せに迅速，適切に対応するため，営業者等は，人を宿
泊させる間，施設内にいなければならない。
ただし，小規模宿泊施設（一棟貸し，宿泊定

員１組９名以下のみ）の特例の適用施設（施
設外玄関帳場設置施設若しくは京町家活用施
設）にあっては，施設からおおむね１０以内（道
のり８００ｍ以内）の場所に使用人等を駐在さ
せ，昼夜を問わず駆け付けられるようにすることとした。

（施設内での駐在）

又は

おおむね１０分以内（道の
りで８００ｍ以内）で到着
できる場所に駐在

（
施
設
外
玄
関
帳
場
）


